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株主の皆様へ

戸　上　信　一
代表取締役社長　社長執行役員

ご あ い さ つ
■今期の対処すべき課題

■企業集団の現況

1.スピーディーな開発と設計品質の向上

2.最適生産体制の確立

3.海外展開の加速

4.収益基盤の多角化とコア事業の再構築

5.次世代を担う人財育成の強化

6.コーポレートガバナンス体制の充実

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業の生産活動や輸出面で減速感が見られるものの、
企業収益や雇用・所得環境の改善を背景に総じて緩やかな回復基調で推移しました。一方で、米中貿易摩擦の
長期化や英国ＥＵ離脱問題による海外経済の不確実性が懸念されるなど、依然として先行き不透明な状況が続
いております。
　このような状況のもと、当社グループにおきましては、2020年に「発送電分離」を控えた電力業界におきまして、
経営の効率化やコストダウンの推進に伴う設備投資の抑制傾向が継続している中、一部の電力会社における配
電自動化用子局及び配電用自動開閉器の需要が増加しました。また、民間設備の更新需要拡大を背景に、主力
製品である配電用自動開閉器市場において需要が継続していることから、当第２四半期連結累計期間の売上高
は10,921百万円（前年同四半期比7.8％増）となりました。
　損益面につきましては、徹底したコストダウンを推進するとともに、生産体制の最適化を図り、利益体質の強化
に努めてまいりました。その結果、営業利益は747百万円（同59.4％増）、経常利益は846百万円（同54.6％増）
となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益につきましては、本年８月に発生した九州北部の記録的
な大雨による一部製品在庫の浸水被害を災害による損失として特別損失に計上したことなどにより、556百万円
（同52.8％増）となりました。

　平素は、格別のご高配を賜り厚
く御礼申し上げます。
　さて、当社グループの第145期
第2四半期連結累計期間（2019年
4月1日から2019年9月30日まで）の
決算が終了致しましたので、その
概況をご報告申し上げます。

2019年12月 ・
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主要な事業別営業の概況

■第2四半期　■通期　（単位：百万円・％）■業績ハイライト
売　上　高 経常利益 総　資　産 純　資　産 自己資本比率親会社株主に帰属する

上半期（当期）純利益

■事業別売上高の概況
●事業別売上高構成比 ●事業別売上高

■電子制御器　■配電用自動開閉器
■配電盤及びシステム機器　■その他

（単位：百万円）

第143期 第144期 第145期

11,218
10,133

10,921

22,980 22,350
22,550
（通期予想）

第143期 第144期 第145期
（第2四半期）

23,308 23,615 23,151

第143期 第144期 第145期
（第2四半期）

第143期 第144期 第145期
（第2四半期）

14,030
14,830 15,138

59.5

62.3

64.8

第143期 第144期 第145期

1,101

547

846

2,049
1,887

1,900
（通期予想）

第143期 第144期 第145期

910

363

556

1,535

1,289
1,320

（通期予想）

第145期
（第2四半期）

電子制御器
19.7％

配電用
自動開閉器
43.0％

配電盤及び
システム機器
14.6％

その他
22.7％

2,292

5,131

1,812

11,218
10,133

10,921

1,648

4,449

1,596

1,981
2,178

2,481

4,697

1,856 2,146

総売上高

10,921百万円

第143期
（第2四半期）

第144期
（第2四半期）
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主要な事業別営業の概況

■配電用自動開閉器

波及事故防止機器

売上高4,697 百万円（前年同四半期比5.6％増）

　主力製品である波及事故防止機器（通称ＳＯＧ開閉器）につき
ましては、工場構内の設備更新が堅調に推移し、無電柱化の推
進に伴う地中線用開閉器の需要も拡大したことから、売上増とな
りました。
　電力会社向け配電用自動開閉器につきましては、次世代配電
網構築が着実に進展したことから、売上増となりました。
　その結果、配電用自動開閉器全体の売上高は4,697百万円
（同5.6％増）となりました。

■電子制御器

電磁開閉器

電力会社向け配電自動化用子局 電力会社向け配電用自動開閉器

売上高 2,146 百万円（前年同四半期比15.6％増）

　電磁開閉器につきましては、空調業界を中心として国内向け製
品の売上は順調に推移しましたが、海外向け製品における市況の
悪化が影響し、売上減となりました。
　電力会社向け配電自動化用子局につきましては、一部の電力会
社において需要が増加したことから、大幅な売上増となりました。
　その結果、電子制御器全体の売上高は2,146百万円（同
15.6％増）となりました。

電磁開閉器

遠制子局

センサ内蔵
自動開閉器

基板実装リレー

柱上用開閉器

高圧絶縁監視機能付
制御装置

高圧絶縁監視機能付
制御装置
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配電盤

システム機器（水処理システム）

　配電盤につきましては、前期に引き続き、化学プラント設備関連
を中心に高低圧盤一括受注の営業展開を継続したことにより売
上が増加しましたが、メンテナンス・改造の案件等が減少したことが
影響し、全体としては売上減となりました。
　システム機器につきましては、前年同四半期と比較して畜産クラ
スター事業関連の案件が減少したものの、電気工事関連の大型
案件が寄与し、売上増となりました。
　その結果、配電盤及びシステム機器全体の売上高は1,596百
万円（同3.1％減）となりました。

■配電盤及びシステム機器

1,596百万円（前年同四半期比3.1％減）
　金属加工や樹脂成形分野における部品等につきましては、産
業用機械や自動車業界における需要が引き続き堅調に推移した
ことから、売上高は2,481百万円（同13.9％増）となりました。

■その他
売上高 2,481百万円（前年同四半期比13.9％増）売上高

コントロール
センタ

高圧受配電盤

微細気泡発生装置微細気泡発生装置

シートCMP ブレートCMP

テールランプ

主要な事業別営業の概況
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T O P I C S

■戸上化成新工場建設

戸上化成新工場

■米国電力リクローザー市場への新規参入

　当社の関係会社である株式会社戸上化成の新
工場を建設し、2019年8月19日に稼働しました。
戸上化成はプラスチック成型加工メーカーとして、
多品種生産に対応できる企業であり、自動車業界
や電機業界を中心に事業を展開してまいりました。
　新工場の概要は以下の通りです。

●新工場名称：戸上化成第2工場
●稼働日：2019年8月19日
●面積：敷地11,750㎡　　建物2,242㎡
●新導入設備：大型プラスチック成型機　980トン

　数年かけて進出を目指してまいりました米国南部
の電力市場から、柱上用リクローザー（弊社製品
名：FAULT CLEAR）を新規に受注いたしました。

 本製品は、配電線事故時の保護装置として使用
される開閉装置です。特長として、事故電流の遮断、
再閉路という従来型リクローザーの基本的な機能
に加え、米国の配電保護に適応するために1相ご
との入・切操作機能を追加した構造としています。

　米国内の電力会社から高い評価を受け、既に数
十台の受注を獲得しており、数年後には200-300台/年の受注を目指して
まいります。
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連結決算の概要

●四半期連結貸借対照表
（2019年9月30日現在）

●四半期連結損益計算書
（2019年4月1日から2019年9月30日まで）

●子会社の状況
株式会社戸上デンソー

株式会社戸上コントロール

株式会社戸上化成

株式会社戸上メタリックス

株式会社戸上電機ソフト

株式会社三協製作所

佐賀県佐賀市大財5丁目7番25号

佐賀県佐賀市久保泉町大字下和泉3144番1号

佐賀県佐賀市久保泉町大字下和泉2778番1号

佐賀県佐賀市久保泉町大字下和泉3200番1号

佐賀県佐賀市大財北町1番1号

佐賀県佐賀市大財5丁目9番15号

東京戸上電機販売株式会社 東京都目黒区青葉台4丁目1番13号　戸上ビル

〈国　外〉

戸上電気（蘇州）有限公司　中国 江蘇省常熟市東南経済開発区新安江路環湖宏順工業坊19棟

戸上電子（常熟）有限公司　中国 江蘇省常熟市経済開発区海城工業園13棟

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,921,839
売 上 原 価 8,445,432
売 上 総 利 益 2,476,407
販売費及び一般管理費 1,728,748
営 業 利 益 747,659
営 業 外 収 益
受 取 利 息 1,716
受 取 配 当 金 17,187
鉄 屑 売 却 収 入 20,036
保 険 返 戻 金 63,585
そ の 他 45,636 148,161

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,353
売 上 割 引 29,363
為 替 差 損 13,588
そ の 他 2,895 49,200

経 常 利 益 846,620
特 別 損 失
災 害 に よ る 損 失 62,595 62,595

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 784,024
法人税、住民税及び事業税 266,636
法 人 税 等 調 整 額 △41,547 225,089
四 半 期 純 利 益 558,935
非支配株主に帰属する四半期純利益 2,668
親会社株主に帰属する四半期純利益 556,266

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産 　

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

そ の 他

固 定 資 産 　

有 形 固 定 資 産　

無 形 固 定 資 産　

投資その他の資産　

そ の 他

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

15,222,274

4,772,214

4,974,791

833,804

783,745

1,577,911

1,296,998

982,807

7,929,706

4,962,971

162,035

2,804,700 

2,808,500

△3,800

23,151,981

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 　
支払手形及び買掛金
電 子 記 録 債 務
短 期 借 入 金
未 払 法 人 税 等
賞 与 引 当 金
そ の 他

固 定 負 債 　
長 期 借 入 金
退職給付に係る負債
役員退職慰労引当金
そ の 他

負 債 合 計
（純資産の部）
株 主 資 本 　
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式

その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分　
純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

4,924,221
1,819,387
1,034,831
348,104
287,861
641,533
792,502

3,088,994
58,325

2,746,739
17,783
266,146

8,013,216

15,039,592
2,899,597
580,161

11,617,812
△57,978
△30,621
57,508
76,199

△164,329
129,794

15,138,764
23,151,981



会 社 概 要
●会社概要　（2019年9月30日現在）
商　　　　号　株式会社戸上電機製作所（Togami Electric Mfg. Co., Ltd.）

代 　 表 　 者　代表取締役社長　社長執行役員　戸上信一
本　　　　社　佐賀県佐賀市大財北町1番1号
　　　　　　　TEL0952-24-4111（代表）
設　　　　立　1925年3月12日
資 　 本 　 金　28億9,959万円
株 式 市 場　東京証券取引所（市場第2部）
従 業 員 数　412名
本社敷地建物　敷地／77,523㎡　建物／53,183㎡
主な取引銀行　佐賀銀行、三井住友銀行、三菱UFJ信託銀行

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株　　主　　数

18,800,000株
5,028,658株

3,598名

●拠点一覧

●株主メモ

●株式の状況　（2019年9月30日現在）

●役員の氏名　（2019年9月30日現在）
代表取締役社長　社長執行役員　 戸上　信一
取締役　上席執行役員 　　　　　中尾　武典
取締役　上席執行役員　　　　　 堤　　俊樹
取締役　上席執行役員　　　　　 伊東　　学
取締役　上席執行役員 　　　　　猪飼　康彦
取締役　監査等委員　　　　　　 富永　信幸
社外取締役　監査等委員　　　 　坂井　浩毅
社外取締役　監査等委員　　　　 田中　恵子
執行役員　　　　　　　　　　　 仁部　和浩
執行役員　　　　　　　　　　　 石橋　英紀
執行役員　　　　　　　　　　　 蒲原　啓輔
(注)社外取締役監査等委員 坂井浩毅・田中恵子の両氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役です。

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

株式会社戸上ビル
戸上電機取引先持株会
戸上信一
株式会社三井住友銀行
株式会社佐賀銀行
戸上電機製作所従業員持株会
戸上孝弘
日本生命保険相互会社
戸上鴻太朗
BNY GCM CLIENT ACCOUNT 
JPRD AC ISG （FE－AC）

453,835
258,015
239,796
220,056
220,000
153,602
123,933
120,079
115,400

90,990

９．１４
５．１９
４．８３
4.43
4.43
3.09
2.49
2.41
2.32

1.83

●大株主　（2019年9月30日現在）

所有者別
株式分布
状況

北海道オフィス

事業年度

期末配当金受領株主確定日

中間配当金受領株主確定日

定時株主総会

株主名簿管理人及び特別口座の口座管理機関

株主名簿管理人事務取扱場所

　　　　　　　　・郵便物送付先

　　　　　　　　・電 話 照 会 先

公告方法

金融商品取引所

4月1日～翌年3月31日

3月31日

9月30日

毎年6月

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1

〒137-8081　新東京郵便局
私書箱第29号

TEL0120-232-711（フリーダイヤル）

電子公告により行います。（当社ホーム
ページに掲載。）但し、やむを得ない事由
により電子公告による公告をすることが
できない場合は、日本経済新聞に掲載
して行います。

東京証券取引所（市場第2部）

東北オフィス

東京オフィス

中部オフィス
名古屋工場

本社・工場
北陸オフィス

関西オフィス

四国オフィス

中国オフィス

九州オフィス

佐賀オフィス

個人株主等
63%

金融機関
14%

その他法人
16%

外国法人等
6%

自己株式
1%

・国外拠点
タイ駐在員事務所

（注）持株比率は自己株式を控除して計算しております。




